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はじめに 

 新潟市内の事業所において、「使用済自動車の再資源化等に関する法律」（以下「法」と

いう。）に基づき、解体業者、破砕前処理工程のみを行う破砕業者から引き取った解体自動

車の破砕（破砕前処理を含む）を行う事業者は、破砕業者として新潟市長の許可を受ける

ことが必要です。  
破砕業者は、解体自動車のリサイクル・処理を再資源化基準（「６（２）再資源化基準

の遵守義務」を参照）に従って適正に行い、シュレッダーダストを自動車製造業者等に引

き渡す役割を担っています。  
 この手引きでは、新潟市における破砕業者の許可の手続き等についてご案内しています。 
 
１ 使用済自動車とは 

  使用済自動車とは、自動車のうち、その使用を終了したものをいいます。  
  法の対象となる自動車は、次に掲げるものを除く全ての自動車です。  

＜対象外となる自動車＞ 

・被けん引車  
・二輪車（原動機付自転車、側車付のものを含む）  
・大型特殊自動車、小型特殊自動車  
・農業機械、林業機械、スノーモービル、公道を走らないレース用自動車、自衛隊の装

甲車、公道を走らない自動車製造業者等の試験・研究用途車、ホイール式高所作業車、

無人搬送車）  
 

２ 解体自動車とは 

  解体自動車とは、使用済自動車を解体することによって、その部品、材料その他の有

用なものを分離し、これらを回収した後に残存するものをいいます。 
 
３ 破砕業者の許可が必要な方 

新潟市内の事業所において、解体業者、破砕前処理工程のみを行う破砕業者から引き

取った解体自動車の破砕又はプレス・せん断（破砕前処理）を行う事業者は、破砕業者

として新潟市長の許可を受けることが必要です。（新潟市外の事業所においては新潟県

知事の許可を受けることが必要です。）  
複数の事業所を有する場合は、事業者ごとの許可となりますが、許可は破砕業を行う

事業所所在地を管轄する都道府県知事又は保健所設置市の市長へ許可申請を行い、許可

を受けなければなりません。  
 

４ 許可要件 

  破砕業の許可を受けるには、次の基準を満たす必要があります。 

（１）施設基準 

解体自動車を破

砕前処理又は破

砕するまでの間

保管する施設 

・みだりに人が立ち入るのを防止することができる囲いがあり、

保管区域が明確であること 
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破砕前処理施設 ・廃棄物の飛散・流出並びに騒音・振動により生活環境の保全上

支障が生じないよう必要な措置が講じられた施設を有すること 

破砕施設 ・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」と

いう。）に基づく許可が必要な産業廃棄物処理施設である場合に

は、許可を受けている施設であること 

・上記の産業廃棄物処理施設以外の施設である場合には、廃棄物

の飛散・流出並びに騒音・振動により生活環境保全上支障がな

いように必要な措置が講じられた施設であること 

シュレッダーダ

ストの保管施設 

・シュレッダーダスト（自動車破砕残さ）を保管するための十分

な容量を有する施設であること 

・床面を鉄筋コンクリートで築造する等汚水の地下浸透の防止措

置が講じられていること 

・保管に伴う汚水の発生・流出を防ぐため、十分な能力を有する

排水処理施設及び排水溝が設けられていること 

・雨水等による汚水の流出を防ぐため、屋根、覆い等シュレッダ

ーダストに雨水がかからないような設備を有すること（ただし、

十分な能力を有する排水処理施設を設けるなどの措置が講じら

れている場合を除く） 

・シュレッダーダストの飛散・流出を防ぐため、側壁等を有する

こと 

 

（２）能力基準 

・破砕工程、破砕前工程の手順等を記載した標準作業書（※）を常備し、従事者に周知す

ること 

 ・事業計画書又は収支見積書から判断して、破砕業を継続できないことが明らかでない

こと 

 

 

 

 

＜標準作業書の記載事項＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）欠格要件 

   法第６２条第１項第２号イからヌの欠格要件（※）に該当していないこと。 

   （※）欠格要件については巻末の誓約書を参照してください。 

 

５ 許可・更新の手続き 

（１）事前協議 

破砕業の許可を新たに受けようとする場合は、『新潟市産業廃棄物施設の設置及び維

①解体自動車の保管の方法 

②解体自動車の破砕前処理を行う場合にあっては、解体自動車の破砕前処理の方法 

③解体自動車の破砕を行う場合にあっては、解体自動車の破砕の方法 

④排水処理施設の管理の方法（排水処理施設を設置する場合に限る。） 

⑤解体自動車の破砕を行う場合にあっては、自動車破砕残さの保管の方法 

⑥解体自動車の運搬の方法 

⑦解体自動車の破砕を行う場合にあっては、自動車破砕残さの運搬の方法 

⑧破砕業の用に供する施設の保守点検の方法 

⑨火災予防上の措置 

（※）「標準作業書」とは 

業許可申請者が、破砕又は破砕前処理を行う際の標準的な標準的な作業手順、留意すべき事項等

を記載したものです。記載する内容は以下のとおりとなっています。これに加えて、上記施設基準

の例外規定（ただし書き）に当てはまる場合は、その旨を明確に記載してください。 
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持管理に関する要綱』に基づく事前協議が必要な場合があります。事前に（４）にお

問い合わせください。 

①重機又は圧縮、せん断施設を用いて解体自動車の破砕前処理を行う場合→事前協

議不要、飛散・流出・騒音・振動対策等を含む維持管理計画書等の提出が必要 

②破砕施設を用いて解体自動車の破砕処理を行う場合→事前協議必要 

なお、当該施設が廃棄物処理法第１５条第１項又は第１５条の２の５第１項に規定

する産業廃棄物処理施設として許可を既に受けている場合、もしくは産業廃棄物処分

業において使用する処理施設として既に事前協議を完了している場合は、事前協議は

不要です。 

（２）申請に必要な書類等 （○：必要 ×：不要） 

必要書類等 注意事項 新規 更新 

申請書 破砕業許可（許可の更新）申請書 様式第八 ○ ○ 

添 
 

付 
 

書 
 

類 
 
 
 
 
 
 
 

誓約書（法第６２条第１項第２号イから
ヌのいずれにも該当しないことを誓約す
る書類） 

 
○ ○ 

現行の許可証の写し  × ○ 
標準作業書  ○ ○ 

事業の用に供する施設（積替え又は保管
の場所を含む。）の構造を明らかにする平
面図､立面図､断面図､構造図及び設計計
算書並びに施設付近の見取図 

変 更 が あ る 場 合
は、変更の届出が
必要。※７変更・
廃業の手続き参照 

○ × 

事業の用に供する施設（積替え又は保管
の場所を含む。）の所有権又は使用権原を
有することを証する書類（土地・建物の
登記事項証明書及び地籍図、賃貸借契約
書等） 

○ × 

施設に係る事前協議完了通知書の写し又
は許可証の写し 

 (○) 
× 

事業計画書 別紙５ ○ ○ 

収支見積書 別紙６ ○ ○ 

個
人
の
場
合 

住民票（本籍の記載があるもの、外
国人は国籍等の記載のあるもの） 

 
（※１） 

○ ○ 

法第６２条第１項第２号イに該当し
ないかどうかを審査するために必要
と認められる書類 

 
（※１） 
（※２） 

○ ○ 

申請者が未成年であり法定代理人が
法人の場合 
・ 登記事項証明書（商業登記法に係

るもの） 
・ 定款又は寄付行為 

現行定款等と相違
ない旨の証明をし
たもの ○ ○ 

 
法
人
の
場
合 

定款又は寄付行為 現行定款等と相違
ない旨の証明をし
たもの 

○ ○ 

登記事項証明書（商業登記法に係る
もの） 

更 新 申 請 の 場 合
は、履歴事項全部
証明書 

○ ○ 

住民票（本籍の記載があるもの、外
国人は国籍等の記載のあるもの） 

 
（※３） 

○ ○ 

法第６２条第１項第２号イに該当し
ないかどうかを審査するために必要
と認められる書類 

 
 

（※３） 
○ ○ 

(※４ ) 

(※６ ) 

(※６ ) 

(※６ ) 

(※６ ) 

(※５ ) 
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持分100分の5以上の株主又は出資者
がいる場合 

出資額を記載した
書類は、法人税の
確定申告書「別表
２」（直近のもの） ○ ○ ・ 出資額を記載した書類 

・ 株主､出資者が法人の場合は登記
事項証明書（商業登記法に係るも
の） 

手数料 

８４，０００円 申請時に納付書を発

行しますので，金融

機関でお振込みくだ

さい 

○  

７７，０００円  ○ 

（※１）申請者が未成年の場合は法定代理人（法定代理人が法人の場合は、当該法人の役

員）、政令で定める使用人（＊２）がいる場合はその使用人のものも必要です。 

（※２）具体的には、「精神の機能の障害に関する医師の診断書」を想定しています。従来
の「登記されていないことの証明書（成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の
登記事項証明）」の提出も可とします。 

（※３）役員（＊１）、政令で定める使用人（＊２）、持分 100 分の 5 以上の株主又は出資者の

全員のものが必要です。 

（※４）当該施設が廃棄物処理法第１５条第１項又は第１５条の２の５第１項の規定によ

る許可を受けている施設の場合は不要です。 

（※５）破砕施設を新規で設置する場合には必要です。重機又は圧縮、せん断施設（破砕

前処理施設）を設置する場合は不要です。 

（※６）新規申請の場合、既に取得済みの解体業、破砕業、廃棄物処理法に基づくの産業

廃棄物収集運搬もしくは処分業の許可証の写しを提出することで、書類の添付を省

略することができます。 

（注１）住民票、登記事項証明書等の公的な書類は、申請日前３ヶ月以内に発行されたも

のを添付してください。 

（注２）この他にも書類の提出をお願いする場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（３）提出部数 

１部 ※控えが必要な場合は更に必要な部数を提出してください。  
 
（４）提出先 

   新潟市廃棄物対策課（電話：025-226-1411） 

新潟市中央区学校町通一番町602番地1（市役所本庁舎2階） 

 
（５）その他留意事項 

○原則として郵送での申請は受け付けておりません。事前に提出日時等を連絡・調整

の上、申請書等を持参してください。  
○許可証の郵送を希望する場合は、返信用封筒を持参してください。 
○許可有効期間は５年です。更新申請は有効期間満了日のおおむね２ヶ月前から受け

（＊１）役員とは  

役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者。相談役、顧問その他

いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又

はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含みます。 

（＊２）使用人とは（政令第 5 条）  

申請者の使用人で、次に掲げるものの代表者であるものです。 

１ 本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 

２ 継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、破砕業に係る契約を締結する権限

を有する者を置くもの 

(※６ ) 
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付けています。  
○法に基づく他の申請や届出を同時に行う場合においては、重複する添付書類につい

ては、いずれか一つに添付することで、他の書類への添付を省略できます。  
○様式は本手引きの巻末に添付されているほか、電子ファイルは新潟市ホームページ

（http://www.city.niigata.lg.jp/kurashi/gomi/sanpai_home/car/index.html）から

ダウンロードできます。 
 

６ 破砕業許可後の責務 

（１）引取義務 

  解体業者又は破砕前処理工程のみを行う破砕業者（以下「破砕前処理業者」という。）

から解体自動車の引取りを求められた場合は、正当な理由（以下参照）がある場合を

除き、解体自動車を引き取らなければなりません。（法第１７条、第１８条第３項）  
 ＜正当な理由＞ 

① 天災その他やむを得ない事由により解体自動車の引取りが困難である場合  
（例えば、事業所が地震・風水害により被害を受け、引取りが物理的に困難な場合

など）  
② 解体自動車に異物が混入している場合  

（例：他のゴミが詰められている場合など）  
③ 解体自動車の引取りにより、解体自動車の適正な保管に支障が生じる場合  

（例：大量一括持込みの要請がある場合や乗用車販売店に大型商用車が持込まれる

ことで、自社の車両保管能力と照らし合わせ適正な保管が困難である場合など）  
④ 解体自動車の引取りの条件が通常の取引の条件と著しく異なるものである場合  

（例：、引取り側の合意（条件交渉）なく一方的に解体自動車がおいていかれてし

まう場合など）  
⑤ 解体自動車の引取りが法令の規定又は公の秩序若しくは善良の風俗に反するもの

である場合  
（例：盗難車と分かっていて引取りなど。なお、法令には、自動車リサイクル法も

含まれる。）  
 
（２）再資源化基準の遵守義務 

   解体自動車を引き取ったときは、再資源化基準（※）に従い適切な破砕又は破砕前処

理を実施しなければなりません。（法第１８条第１項、第４項、第５項関係）  
 
 
 
 
 
 

（３）引渡義務 

破砕前処理業者は、前処理を行った解体自動車を他の破砕業者（破砕処理を行う者）

又は解体自動車全部利用者（※）に引き渡さなければなりません。（法第１８条第２項関

係）また、解体自動車全部利用者に引き渡す場合には、引渡しの事実を証する書面を

５年間保存する義務があります。（法第１８条第８項）  

（※）再資源化基準とは 

＜破砕処理工程＞ 

・鉄、アルミニウム等を技術的かつ経済的に可能な範囲で分別回収すること 

 ・自動車由来のシュレッダーダストに異物が混入（他のシュレッダーダストの混合を含む）しな

いように解体自動車（廃車ガラ）を破砕すること 

＜破砕前処理工程＞ 

 ・解体自動車（廃車ガラ）に異物を混入しないこと 

http://www.city.niigata.lg.jp/kurashi/gomi/sanpai_home/car/index.html
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（４）シュレッダーダストの引渡義務 

   破砕業者（破砕を行う場合）は、破砕工程後、シュレッダーダストを自動車製造業

者等に（指定引取場所において引取基準に従って）引き渡さなければなりません。（法

第１８条第６項関係）  
 
（５）報告義務 

解体自動車の引取り・引渡しとシュレッダーダストの引渡しから３日以内に、電子

マニフェスト制度を利用して、情報管理センター（（財）自動車リサイクル促進センタ

ー）に引取・引渡実施報告を行わなくてはなりません。（法第８１条第１０～１２項） 
 

（６）廃棄物処理基準に従う義務（「８ 廃棄物処理基準について」を参照） 

解体自動車等を自ら破砕・破砕前処理・運搬する場合は、廃棄物処理法の収集・運

搬業や処分業の許可は不要ですが、廃棄物処理基準に従わなくてはなりません。（法第

１２２条第９項）  
 

 

 

 

 

 

 

（７）標識の掲示義務 

   破砕業者は、事業所ごとに、公衆の見やすい場所に破砕業者であること、氏名又は

名称、事業の範囲、許可番号を記載した標識（縦・横各２０㎝以上）を掲げなければ

なりません。（法第７２条） （※許可証を掲示することで対応することも可能です。） 
 

 

７ 変更・廃業の手続き 

（１）事前協議 

破砕施設を変更する場合は、『新潟市産業廃棄物施設の設置及び維持管理に関する要

綱』に基づく事前協議が必要な場合があります。事前に（３）にお問い合わせくださ

い。※事前協議の要否は「５ 許可・更新の手続き（１）事前協議」と同様の取扱い

です。 

 

（２） 手続きに必要な書類等 

  ①変更許可 

   既に取得している許可の事業の範囲を変更する場合には、変更許可を申請しなけれ

＜注意事項＞  

 他者に使用済自動車の運搬を委託する場合、廃棄物処理法の一般廃棄物又は産業廃棄物処理業

の収集・運搬業（積む場所、降ろす場所それぞれを所管している行政の許可が必要）の許可を有

するものに委託する必要があります。この際、廃棄物処理法上のマニフェストの交付は不要です

が、産業廃棄物である使用済自動車の場合は、委託契約が必要になります。この委託契約の締結

は、廃棄物処理法施行令第６条の２（委託基準）及び同施行規則第８条の４（委託契約に添付す

べき書面）並びに同８条の４の２（委託契約に含まれるべき事項）の定めに従って行う必要があ

ります。また、この契約書は契約の終了の日から５年間保存しておく必要があります。 

（※）「解体自動車全部利用者」とは 

解体自動車を電炉・転炉に投入してリサイクルを行う業者や、スクラップ源として輸出を行う廃

車ガラ輸出業者をいいます。 

なお、新潟県内の港（新潟港、直江津港、柏崎港）より解体自動車を輸出する場合は、輸出申告

時に電子マニフェストの画面印刷物の提出が必要となります。輸出申告者から電子マニフェストの

画面印刷物の提供を求められた場合は、自動車リサイクルシステムの画面を印刷し、輸出申告者に

提供されるようお願いします。 
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ばなりません。  
◎ 破砕前処理工程のみで許可を受けていたが、破砕処理も行う場合  
◎ 破砕処理だけで許可を受けていたが、破砕前処理も行う場合  

必要書類等 注意事項 

申請書 破砕業の事業範囲の変更許可申請書 様式第十 

 

 

添 

付 

書 

類 

 

 

 

 

 

 

 

誓約書（法第６２条第１項第２号イからヌのいず

れにも該当しないことを誓約する書類） 

 

 

現行の許可証の写し  

標準作業書  

施設の構造を明らかにする平面図､立面図､断面

図､構造図及び設計計算書並びに施設付近の見取

図 

変更に係る施設のみ 

 

（※１） 

施設の所有権又は使用権原を有することを証する

書類（土地・建物の登記事項証明書及び地籍図、

賃貸借契約書等） 

 

施設に係る事前協議完了通知書の写し又は許可証

の写し 

 

事業計画書 別紙５ 

収支見積書 別紙６ 

個

人

の

場

合 

住民票（本籍の記載があるもの、外国人は国

籍等の記載のあるもの） 

 

（※２） 

法第６２条第１項第２号イに該当しないかど

うかを審査するために必要と認められる書類 

 

（※２） 

（※３） 

 

 

 

法

人

の

場

合 

定款又は寄付行為 現行定款等と相違ない

旨の証明をしたもの 

履歴事項全部証明書（商業登記法に係るもの）  

住民票（本籍の記載があるもの、外国人は国

籍等の記載のあるもの） 

 

（※４） 

法第６２条第１項第２号イに該当しないかど

うかを審査するために必要と認められる書類 

（※３） 

（※４） 

持分100分の5以上の株主又は出資者がいる場

合 

出資額を記載した書類

は、法人税の確定申告

書「別表２」（直近のも

の） 
・ 出資額を記載した書類 

・ 株主､出資者が法人の場合は履歴事項全部

証明書（商業登記法に係るもの） 

手数料 ６７，０００円 

申請時に納付書を発行しま

すので，金融機関でお振込み

ください 

（※１）当該施設が廃棄物処理法第１５条第１項又は第１５条の２の５第１項の規定によ

る許可を受けている施設の場合は不要です。 

（※２）申請者が未成年の場合は法定代理人、政令で定める使用人がいる場合はその使用

人のものも必要です。 

（※３）具体的には、「精神の機能の障害に関する医師の診断書」を想定しています。従来

の「登記されていないことの証明書（成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の

登記事項証明）」の提出も可とします。 

（※４）役員、政令で定める使用人、持分 100 分の 5 以上の株主又は出資者の全員のもの
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が必要です。 

（注）住民票、登記事項証明書等の公的な書類は、申請日前３ヶ月以内に発行されたもの

を添付してください。 

（注２）この他にも書類の提出をお願いする場合があります。 

 

 

②変更の届出  
次に掲げる事項に変更があったときは、その日から３０日以内に、その旨を届け出

なければなりません。  
必要書類等 注意事項 

届出書 破砕業者変更届出書 様式第十一 

 誓約書（法第６２条第１項第２号イからヌのいずれにも該

当しないことを誓約する書類） 
 

現行の許可証の写し  

添

付

書

類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変

更

の

あ

っ

た

も

の 

個人の場合  ・住民票（本籍の記載があるもの、

外国人は国籍等の記載のあるも

の） 

・法第６２条第１項第２号イに該

当しないかどうかを審査するた

めに必要と認められる書類 

 

個人の氏名及び住所 

法人の場合  ・定款又は寄付行為 

・履歴事項全部証明書（商業登記

法に係るもの） 

現行定款等

と相違ない

旨の証明を

したもの 

法人の名称及び住所、

代表者氏名 

法人の場合  ・住民票（本籍の記載があるもの、

外国人は国籍等の記載のあるも

の） 

・法第６２条第１項第２号イに該

当しないかどうかを審査するた

めに必要と認められる書類 

・履歴事項全部証明書（商業登記

法に係るもの） 

 

法人の役員の氏名及び

住所 

 

法人の場合  ・出資額を記載した書類 

・住民票（本籍の記載があるもの、

外国人は国籍等の記載のあるも

の） 

・法第６２条第１項第２号イに該

当しないかどうかを審査するた

めに必要と認められる書類 

・法人の場合は履歴事項全部証明

書（商業登記法に係るもの） 

出資額を記

載した書類

は、法人税

の確定申告

書「別表２」

（直近のも

の） 

法人の持分 100 分の 5

以上の株主又は出資者

の氏名、又は名称及び

住所 

 

使用人の氏名及び住所 ・住民票（本籍の記載があるもの、

外国人は国籍等の記載のあるも

の） 

・法第６２条第１項第２号イに該

当しないかどうかを審査するた

めに必要と認められる書類 

 

未成年の場合の法定代

理人（個人）の氏名及

び住所 
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未成年の場合の法定代
理人（法人）の名称及
び住所、代表者の氏名 

・定款又は寄付行為 
・履歴事項全部証明書（商業登記

法に係るもの） 

現行定款等
と相違ない
旨の証明を
したもの 

未成年の場合の法定代
理人（法人）の役員の
氏名及び住所 

・住民票（本籍の記載があるもの、
外国人は国籍等の記載のあるも
の） 

・法第６２条第１項第２号イに該
当しないかどうかを審査するた
めに必要と認められる書類 

・履歴事項全部証明書（商業登記
法に係るもの） 

 

事業所の名称及び所在

地 
・施設の構造を明らかにする平面

図､立面図､断面図､構造図及び

設計計算書並びに施設付近の見

取図 

・施設の所有権又は使用権原を有

することを証する書類（土地・

建物の登記事項証明書及び地籍

図、賃貸借契約書等） 

・施設に係る事前協議完了通知書

の写し又は許可証の写し 

変更に係る

施設のみ 

事業の用に供する施設

の概要 

 

 

 

標準作業書の記載事項 ・標準作業書  

解体業、破砕業、廃棄

物処理法に基づく業の

許可を取得している場

合の当該許可番号 

・許可証の写し 

 

破砕施設が廃棄物処理

法の施設許可を受けて

いる場合の当該許可の

年月日及び許可番号 

・許可証の写し 

 

 

破砕業を行う事業所以

外の場所で解体自動

車、シュレッダーダス

トの積替え・保管を行

う場合には、当該場所

の所在地、面積、保管

量の上限 

・施設の構造を明らかにする平面

図､立面図､断面図､構造図及び

設計計算書並びに施設付近の見

取図 

・施設の所有権又は使用権原を有

することを証する書類（土地・

建物の登記事項証明書及び地籍

図、賃貸借契約書等） 

 

（注）住民票、登記事項証明書等の公的な書類は、届出日前３ヶ月以内に発行されたもの

を添付してください。 

（注２）この他にも書類の提出をお願いする場合があります。 

 

②廃業の届出 

必要書類等 注意事項 

届出書 破砕業に係る廃業等届  

添付書類 破砕業許可証 原本 

 

（２）提出部数 

１部 ※控えが必要な場合は更に必要な部数を１部提出してください。  
 



 10 

（３）提出先 

   新潟市廃棄物対策課（電話：025-226-1411） 

新潟市中央区学校町通一番町602番地1（市役所本庁舎2階） 

 

（４）その他留意事項 

○変更許可申請は原則として郵送での申請は受け付けておりません。事前に提出日時

等を連絡・調整の上、申請書等を持参してください。 

○変更届出書は郵送可。控えが必要な場合は、返信用の封筒を同封してください。  
○法に基づく他の申請や届出を同時に行う場合においては、重複する添付書類につい

ては、いずれか一つに添付することで、他の書類への添付を省略できます。  
○様式は本手引きの巻末に添付されているほか、電子ファイルは新潟市ホームページ

（http://www.city.niigata.lg.jp/kurashi/gomi/sanpai_home/car/index.html）から

ダウンロードできます。 
 

８ 廃棄物処理基準について 

解体自動車等はその価値の有無にかかわらず廃棄物処理法に基づく廃棄物として扱わ

れます。したがって、法で定める基準のほか、収集運搬や保管等については廃棄物処理

法に基づく基準に従い、使用済自動車等を取扱わなければなりません。  

（１）収集運搬の基準 

   収集又は運搬をする場合は、次のことを守らなければなりません。 

    ①解体自動車等（以下「廃棄物」という。）の収集又は運搬は、次によること。 

   イ 廃棄物の収集又は運搬は、廃棄物が飛散し、及び流出しないようにすること。 

   ロ 収集又は運搬に伴う悪臭、騒音又は振動によって生活環境の保全上支障が生じ

ないように必要な措置を講ずること。 

     ②廃棄物の収集又は運搬のための施設を設置する場合には、生活環境保全上支障を

生ずるおそれのないように必要な措置を講ずること。 

     ③運搬車等は、廃棄物が飛散し、及び流出し、並びに悪臭が漏れるおそれのないも

のであること。 

     ④廃棄物の積替えを行う場合は、次によること。 

    イ 積替えは、周囲に囲いが設けられ、かつ､廃棄物の積替え場所であることが表

示されている場所で行うこと。 

    ロ 積替えの場所から廃棄物が飛散し、流出し及び地下に浸透し並びに悪臭が発散

しないようにすること。 

    ハ 積替えの場所には、ねずみが生息し、及び蚊、はえその他害虫が発生しないよ

うにすること。 

      ⑤廃棄物の保管は、廃棄物の積替え（以下の基準に適合する場合に限る。）を行う

場合を除き、行ってはならない。 

     イ あらかじめ、積替えを行った後の運搬先が定められていること。 

     ロ 搬入された廃棄物の量が、積替えの場所において適切に保管できる量を超える

ものでないこと。 

     ハ 搬入された廃棄物の性状に変化が生じないうちに搬出すること。 

 

 

http://www.city.niigata.lg.jp/kurashi/gomi/sanpai_home/car/index.html
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（２）保管の基準 

     廃棄物を保管する場合は、次のことを守らなければなりません。 

     ①保管は、次に掲げる要件を満たす場所で行うこと。 

     イ 周囲に囲い（保管する廃棄物の荷重が直接当該囲いにかかる構造である場合に

あっては、当該荷重に対して構造耐力上安全であるものに限る。）が設けられて

いること。 

     ロ 見やすい場所に廃棄物の積替えのための保管の場所である旨その他廃棄物の

保管に関し必要な事項を表示した掲示板が設けられていること。 

 

（掲示板の記載例）     

 

 

 

 

 

 

 

②保管の場所から廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、並びに悪臭が発散

しないように次のとおり措置を講ずること。     

 イ 廃棄物の保管に伴い汚水が生ずるおそれがある場合にあっては、当該汚水によ

る公共水域及び地下水の汚染を防止するために必要な排水溝その他の設備を設

けるとともに、底面を不浸透性の材料で覆うこと。 

   ロ 屋外において廃棄物を容器を用いずに保管する場合にあっては、積み上げられ

た廃棄物の高さが次の高さを超えないようにすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称及び廃棄物の種類 解体自動車・ｼｭﾚｯﾀﾞｰﾀﾞｽﾄ保管場所 

管理者の氏名 
又は名称及び連絡先 

□□自動車解体（株）△△工場 
 ○○課  ○○ ○○ 
  電話  ○○○-○○○-○○○○ 

積み上げの高さ 最大○○ｍ 

 
保管量の上限 

解体自動車     最大○○台 
シュレッダーダスト 最大○○台  

（掲示板の記載事項） 
･保管の場所である旨 
･廃棄物の種類 使用済 
自動車等である旨 
･保管場所の管理者の氏 
名又は名称及び連絡先 
･積み上げることができ 
る高さ並びに保管上限 
（屋外保管の場合のみ） 

60 ㎝

以上 

60 ㎝以上 

○ 格納施設を用いないで使用済自動車等のうち圧縮していないものを保管

する場合  

 
○ 使用済自動車等を格納するための施設（保管する使用済自動車等の荷重に

対して構造耐力上安全であるものに限る。）を利用して保管する場合は、使

用済自動車等の落下による危害が生ずるおそれのない高さ  
 
○ 圧縮した解体自動車を保管する場合 

・廃棄物が囲いに接していない場合 … 囲いの下端から勾配 50％以下 

・廃棄物が囲いに接する場合    … 囲いの内側２ｍは、囲いの高さ

より 50 ㎝以下。２ｍ以内の内側は、

２ｍの地点から勾配 50％以下 
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③保管の場所には、ねずみが生息し、及び蚊、はえその他の害虫が発生しないよう

にすること。 

 

（３）処分の基準 

   廃棄物を処分する場合は、次のことを守らなければなりません。 

   ①廃棄物の処分は次によること。 

   イ 廃棄物の処分にあたって、廃棄物が飛散し、及び流出しないようにすること。 

   ロ 収集又は運搬に伴う悪臭、騒音又は振動によって生活環境の保全上支障を生ず

るおそれのないように必要な措置を講ずること。 

   ②廃棄物の処分のための施設を設置する場合には、生活環境の保全上支障を生ずる

おそれのないように必要な措置を講ずること。 

 

９ 許可後の事務について 

  解体自動車を引き取る場合には、市長等の許可に加え、パソコン等を用いた電子マニ

フェストによる引取・引渡報告等を行うための自動車リサイクルシステムへの登録が必

要です。 

自動車リサイクルシステム事業者情報登録センターで登録業務を行っていますので、

連絡のうえ必要な手続きを行ってください。 

 

   

 

 自動車リサイクルシステム事業者登録情報センター  
  電話 ０５０－３７８６－８８２２  

囲い 

50％勾配 

 

囲いに接していない場合 

囲

い 50％勾配 

 

囲いに接していない場合 

 2ｍ 

0.5ｍ 

 2ｍ 

1ｍ 
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10 申請・相談窓口 
新潟市内の事業所においては新潟市長の許可が必要です。  

窓口 電話(FAX) 所管地域 
新潟市 
廃棄物対策課 

〒951-8550 
新潟市中央区学校町通
一番町602番地1（市役
所本庁舎2階） 

025-226-1411 
(025-222-7032) 

新潟市 

 
【参考】新潟県知事の許可に関する申請・届出等については、申請者の住所地を所管す

る次の環境センターへ提出してください。  
窓口 電話(FAX) 所管地域 

新発田地域振興局 
健康福祉環境部 
環境センター 

〒957-8511 
新発田市豊町3-3-2 

0254-26-9139 
(0254-26-6800) 

新発田市､村上市､阿賀野
市､胎内市､五泉市､聖籠町､
阿賀町､関川村､粟島浦村 

三条地域振興局 
健康福祉環境部 
環境センター 

〒955-0046 
三条市興野1-13-45 

0256-36-2234 
(0256-36-2235) 

三条市、加茂市、燕市、田
上町、弥彦村 

長岡地域振興局 
健康福祉環境部 
環境センター 

〒940-0865 
長岡市四郎丸町字沖
田173-2 

0258-38-2532 
(0258-38-2671) 

長岡市、柏崎市、小千谷市、
見附市、出雲崎町、刈羽村 

南魚沼地域振興局 
健康福祉環境部 
環境センター 

〒949-6623 
南 魚 沼 市 六 日 町
620-2 

025-772-8154 
(025-772-2190) 

十日町市、魚沼市、南魚沼
市、湯沢町、津南町 

上越地域振興局 
健康福祉環境部 
環境センター 

〒943-0807 
上 越 市 春 日 山 町
3-8-34 

025-524-4237 
(025-524-6998) 

上越市、糸魚川市、妙高市 

佐渡地域振興局 
健康福祉環境部 
環境センター 

〒952-1555 
佐渡市相川二町目浜
町20-1 

0259-74-3428 
(0259-74-4563) 

佐渡市 

県庁 
廃棄物対策課 

〒950-8570 
新潟市中央区新光町
4-1 

025-280-5160 
(025-280-5740) 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

様式集・記載例 



様式第八（第六十条関係） 
許    可 

破砕業        申請書 
許可の更新 

 
 ※許 可 番 号  
 ※許可年月日     年  月  日 

                                                          年  月  日 
  （宛先）新潟市長 
 
                              （郵便番号）   - 
                                住  所 
                                氏  名                    
 

                                       （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
                                電話番号     -     - 
 
  使用済自動車の再資源化等に関する法律第６８条第１項の規定により、必要な書類を添

えて破砕業の許可（許可の更新）を申請します。 
 

 事業の範囲  

 事業所の名称及び所在地 

 
名 称  

所在地 
 （郵便番号）   - 
 
                         電話番号    -    - 

事業の用に供する施設の概要 

 

当該施設について廃棄物処理 
施設の設置の許可を受けてい 
る場合には、その許可の年月 
日及び許可番号 

平成  年  月  日  第       号 

他に解体業又は破砕業の許可 
（他の都道府県のものを含む 
。）を有している場合にあっ 
ては、その許可番号（申請中 
の場合にあっては、申請年月 
日） 

   都道府県・市名  許可番号（申請中の場合に 
 あっては、申請年月日） 

  



他に廃棄物処理法に基づく産 
業廃棄物処理業の許可（他の 
都道府県のものを含む。）を 
有している場合にあっては、 
その許可番号（申請中の場合 
にあっては、申請年月日） 

   都道府県・市名  許可番号（申請中の場合に 
 あっては、申請年月日） 

  

 破砕業を行おうとする事業所 
 以外の場所で解体自動車又は 
 自動車破砕残さの積替え又は 
 保管を行う場合には、当該場 
 所の所在地、面積及び保管量 
 の上限 

 

 役員の氏名及び住所（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を 
 いい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業 
 務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有す 
 るものと認められる者を含む。法人である場合に記入すること。） 
 （ふりがな） 

氏   名 役職名 住    所 

   

 令第５条に規定する使用人の氏名及び住所（当該使用人がある場合に記入すること｡) 
 （ふりがな） 

氏   名 役職名 住    所 

   

法定代理人の氏名及び住所（未成年者であり、かつ、その法定代理人が個人である場合に記 
入すること。） 

 （ふりがな） 
氏   名 住    所 

  



 

法定代理人の名称及び住所並びにその代表者の氏名（未成年者であり、かつ、その法定代理 
人が法人である場合に記入すること。） 

 
 
 
 
 

名 称 
 

（ふりがな） 
代表者 
の氏名 

 

住 所 
（郵便番号）   - 
 
                        電話番号    -    - 

法定代理人の役員の氏名及び住所（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら 
に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わ 
ず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等 
以上の支配力を有するものと認められる者を含む。未成年者であり、かつ、その法 
定代理人が法人である場合に記入すること。） 

 （ふりがな） 
氏   名 役職名 住    所 

   

 発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５ 
 以上の額に相当する出資をしている者（法人である場合において、当該株主又は出資 
 をしている者があるときに記入すること。） 
 （ふりがな） 

氏   名 住    所 保有する株式の数 
又は出資の金額 

   

 標準作業書の記載事項 

 
解体自動車の保管の方法  

解体自動車の破砕前処理を 
行う場合にあっては、解体 
自動車の破砕前処理の方法 

 

解体自動車の破砕を行う場 
合にあっては、解体自動車 
の破砕の方法 

 



 
排水処理施設の管理の方法 
（排水処理施設を設置する 
場合に限る。） 

 

解体自動車の破砕を行う場 
合にあっては、自動車破砕 
残さの保管の方法 

 

解体自動車の運搬の方法  

解体自動車の破砕を行う場 
合にあっては、自動車破砕 
残さの運搬の方法 

 

破砕業の用に供する施設の 
保守点検の方法  

火災予防上の措置  

 △手数料欄 
 
備考 １ △印の欄は、記入しないこと。 
      ２ ※印の欄は、更新の場合に記入すること。 
   ３ 事業所が複数ある場合には、「事業所の名称及び所在地」から「当該施設につ    

いて廃棄物処理施設の設置の許可を受けている場合には、その許可の年月日及び    
許可番号」までの欄を繰り返し設け、事業所ごとに記載すること。 

    ４ 「事業の用に供する施設の概要」の欄については、当該施設の構造を明らかに    
する図面等を添付することでも可能とする。 

    ５ 「役員の氏名及び住所」の欄その他の氏名又は名称及び住所の記載を要する各    
欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、    
この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 

   ６ 「標準作業書の記載事項」の欄については、当該標準作業書の全文の写しを添    
付することでも可能とする。 

    ７ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 



様式第十（第六十三条関係） 
 

破砕業の事業の範囲の変更許可申請書 
 
                                                          年  月  日 
 

  （宛先）新潟市長 

 
                              （郵便番号）   - 
                                住  所 
                                氏  名                        

 
                                        （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
                                電話番号      -     - 
 
 
使用済自動車の再資源化等に関する法律第７０条第１項の規定により、必要な書類を添

えて破砕業の事業の範囲の変更の許可を申請します。 
 

許可の年月日及び許可番号     年  月  日  第       号 

変更の内容  

変更の理由  

変更に係る破砕業の用に 

供する施設の概要 
 

当該施設について産業廃棄物 
処理施設の設置の許可を受け 
ている場合には、その許可の 
年月日及び許可番号 

    年  月  日  第       号 

破砕業を行おうとする事業所 
以外の場所で解体自動車又は 
自動車破砕残さの積替え又は 
保管を行う場合には、当該場 
所の所在地、面積及び保管量 
の上限 

 

 



 役員の氏名及び住所（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を 
 いい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業 
 務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有す 
 るものと認められる者を含む。法人である場合に記入すること。） 
 （ふりがな） 

氏   名 役職名 住    所 

   

 令第５条に規定する使用人の氏名及び住所（当該使用人がある場合に記入すること｡) 
 （ふりがな） 

氏   名 役職名 住    所 

   

法定代理人の氏名及び住所（未成年者であり、かつ、その法定代理人が個人である場合に記 
入すること。） 

 （ふりがな） 
氏   名 住    所 

  

法定代理人の名称及び住所並びにその代表者の氏名（未成年者であり、かつ、その法定代理 
人が法人である場合に記入すること。） 

 
 
 
 
 

名 称 
 

（ふりがな） 
代表者 
の氏名 

 
 

住 所 
（郵便番号）   - 
 
                            電話番号    -    - 



法定代理人の役員の氏名及び住所（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら 
に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わ 
ず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等 
以上の支配力を有するものと認められる者を含む。未成年者であり、かつ、その法 
定代理人が法人である場合に記入すること。） 

 （ふりがな） 
氏   名 役職名 住    所 

   

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５ 
 以上の額に相当する出資をしている者（法人である場合において、当該株主又は出資 
 をしている者があるときに記入すること。） 

 （ふりがな） 
氏名又は名称 住    所 保有する株式の数 

又は出資の金額 

   

 標準作業書の記載事項 

 
解体自動車の保管の方法 

 

解体自動車の破砕前処理を 
行う場合にあっては、解体 
自動車の破砕前処理の方法 

 

解体自動車の破砕を行う場 
合にあっては、解体自動車 
の破砕の方法 

 

排水処理施設の管理の方法 
（排水処理施設を設置する 
場合に限る。） 

 

解体自動車の破砕を行う場 
合にあっては、自動車破砕 
残さの保管の方法 

 

解体自動車の運搬の方法 
 



 
解体自動車の破砕を行う場 
合にあっては、自動車破砕 
残さの運搬の方法 

 

破砕業の用に供する施設の 
保守点検の方法 

 

火災予防上の措置 
 

△手数料欄 

 

備考 １ △印の欄は、記入しないこと。 
    ２ 「変更に係る破砕業の用に供する施設の概要」の欄については、当該施設の構    

造を明らかにする図面等を添付することでも可能とする。 
    ３ 「役員の氏名及び住所」の欄その他の氏名又は名称及び住所の記載を要する各    

欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないとき

は、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 
   ４ 「標準作業書の記載事項」の欄については、当該標準作業書の全文の写しを添    

付することでも可能とする。 
    ５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 



様式第十一（第六十四条関係） 
 

破砕業変更届出書 
 
                                                           年  月  日 
 

  （宛先）新潟市長 
 
                              （郵便番号）   - 
                                住  所 
                                氏  名                        

 
                                        （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
                                電話番号      -     - 
 
 
    年  月  日付け第       号で許可を受けた以下の事項について変

更したので、使用済自動車の再資源化等に関する法律第７１条第１項の規定により、必要

な書類を添えて届け出ます。 
 

変更の内容 

               新               旧 
  

変更の理由 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 



 
破砕業に係る廃業等届 

 
                                                          年  月  日 
 
  （宛先）新潟市長 
 
 
                              （郵便番号）   - 
                                住  所  
                                氏  名                                 

 
                                        （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
                電話番号      -     - 
 
 
 下記のとおり破砕業の廃止等をしたので、使用済自動車の再資源化等に関する法律第 

72条において準用する同法第64条の規定により届け出ます。 
 

記 
 

破砕業の廃止等 
をした破砕業者 

住      所  

氏       名 
（法人にあっては、名称 

及び代表者の氏名) 
 

許可年月日 

及び許可番号 
    年  月  日 第       号 

廃業等年月日     年  月  日 

廃業等の理由 

１ 死亡 
２ 法人の合併による消滅 
３ 法人の破産による解散 
４ 法人の合併又は破産以外の理由による解散 
５ その許可に係る破砕業の廃止 

 注 「廃業等の理由」欄は、該当する番号を○で囲むこと。 



誓 約 書 

 

（宛先）新潟市長 

 

申請者は、使用済自動車の再資源化等に関する法律第６２条第１項第２号

イからヌまでのいずれにも該当しない者であることを誓約します。 

 

    年  月  日 

申請者 

       住 所 

       氏 名 

 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

「使用済自動車の再資源化等に関する法律」第 62 条第 1 項第 2 号に定める欠格事項 

 

イ 心身の故障によりその業務を適切に行うことができない者として主務省令で定める者又は破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ロ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者 

ハ この法律、廃棄物処理法、浄化槽法 （昭和五十八年法律第四十三号）その他生活環境の保全を目的とする法令で政令で定めるもの若しくは 

これらの法令に基づく処分若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七号。第三十二条の三第七項 

及び第三十二条の十一第一項を除く。）の規定に違反し、又は刑法 （明治四十年法律第四十五号）第二百四条、第二百六条、第二百八条、 

第二百八条の二、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法律 （大正十五年法律第六十号）の罪を 

犯し、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者 

ニ 第六十六条（第七十二条において読み替えて準用する場合を含む。）、廃棄物処理法第七条の四 若しくは第十四条の三の二 （廃棄物処理

法第十四条の六において読み替えて準用する場合を含む。）又は浄化槽法第四十一条第二項 の規定により許可を取り消され、その取消し

の日から五年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法 （平成五年法

律第八十八号）第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員であった者で当該取消しの日から五年を経過しない

ものを含む。） 

ホ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者 

ヘ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団 

員でなくなった日から五年を経過しない者（以下この号において「暴力団員等」という。） 

ト 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その役員を含む。） 

がイからヘまでのいずれかに該当するもの 

チ 法人でその役員又は政令で定める使用人のうちにイからヘまでのいずれかに該当する者のあるもの 

リ 法人で暴力団員等がその事業活動を支配するもの 

ヌ 個人で政令で定める使用人のうちにイからヘまでのいずれかに該当する者のあるもの 

 

 

上記欠格要件ハの政令で定める法令 

①大気汚染防止法 ②騒音規制法 ③海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律 ④水質汚濁防止法 ⑤悪臭防止法 ⑥振動規制法  

⑦特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律 ⑧ダイオキシン類対策特別措置法 ⑨ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推

進に関する特別措置法   
上記欠格要件チ及びヌの政令で定める使用人 

申請者の使用人で、次に掲げるものの代表者であるもの 

① 本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 

② ①に掲げるもののほか、継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、解体業又は破砕業に係る契約を締結する権限を有する者

を置くもの 

上記欠格要件イの省令で定める者 

精神の機能の障害により業務を適切に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者  



様式第八（第六十条関係） 
許   可 

破砕業        申請書 
許可の更新 

 
 ※許可番号  20594000000 
 ※許可年月日 ○○○○年○月○日 

                                                      ○○○○年○○月○○日  
  （宛先）新潟市長 
 
                              （郵便番号）950-○○○○ 
                                住  所 新潟県新潟市○○区○○町○丁目○番○号 
                                氏  名  ○○株式会社                 

                         代表取締役 ○○ ○○ 
                                       （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
                                電話番号 025-000-0000 
   
  使用済自動車の再資源化等に関する法律第６８条第１項の規定により、必要な書類を添

えて破砕業の許可（許可の更新）を申請します。 
 

事業の範囲 
 破砕前処理（圧縮、せん断） 
 破砕 

 事業所の名称及び所在地 

   名 称  ○○株式会社 ○○事業所 

 
  所在地 

 （郵便番号）950-0000 
新潟県新潟市○○区○○町○丁目○番○号 

                                  電話番号025-000-0000 

事業の用に供する施設の概要 

・破砕施設 ｼｭﾚｯﾀﾞｰﾏｼｰﾝ○○型（能力 ****㌧/日） １基 
・せん断施設 ｷﾞﾛﾁﾝ○○型（能力 ****㌧/日） １基 
・圧縮施設 △△ﾌﾟﾚｽ○○型（能力 ****㌧/日） １基 
・保管施設（廃車ｶﾞﾗ、ﾌﾟﾚｽ） 面積 ****㎡ ｺﾝｸﾘｰﾄ打設 
・保管施設（ASR） 面積 ****㎡ 屋根、囲い有り 
・運搬車輛 ２台（ｷｬﾘｱｶｰ １、平ボディ １） 

当該施設について廃棄物処理 
施設の設置の許可を受けてい 
る場合には、その許可の年月 
日及び許可番号 

○○○○年○○月○○日  第***********号 

 他に解体業又は破砕業の許可 
 （他の都道府県のものを含む 
 。）を有している場合にあっ 
 ては、その許可番号（申請中 
 の場合にあっては、申請年月 
 日） 

   都道府県・市名  許可番号（申請中の場合に 
 あっては、申請年月日） 

１ ○○県 
２ 新潟市 

１ 解体業 第***********号 
２ 破砕業 第20594000000号 

記載例（許可の更新の場合） 



 他に廃棄物処理法に基づく産 
 業廃棄物処理業の許可（他の 
 都道府県のものを含む。）を 
 有している場合にあっては、 
 その許可番号（申請中の場合 
 にあっては、申請年月日） 

   都道府県・市名  許可番号（申請中の場合に 
 あっては、申請年月日） 

１ 新潟市 
２ 新潟市 
３ ○○県 

１ 収集運搬業 第*********号 
２ 中間処理業 第*********号 
３ 収集運搬業 第*********号 

 破砕業を行おうとする事業所 
 以外の場所で解体自動車又は 
 自動車破砕残さの積替え又は 
 保管を行う場合には、当該場 
 所の所在地、面積及び保管量 
 の上限 

 該当なし 

 役員の氏名及び住所（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を 
 いい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業 
 務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有す 
 るものと認められる者を含む。法人である場合に記入すること。） 
 （ふりがな） 

氏   名 役職名 住    所 

新潟
にいがた

 太郎
た ろ う

 
 新潟

にいがた

 花子
は な こ

 
 新潟

にいがた

 一郎
いちろう

 

代表取締役 
取締役 
監査役 

新潟県新潟市○○区△△町１－２ 
新潟県新潟市○○区△△町３－４ 
新潟県新潟市○○区△△町５－６ 

 令第５条に規定する使用人の氏名及び住所（当該使用人がある場合に記入すること｡) 
 （ふりがな） 

氏   名 役職名 住    所 

新潟
にいがた

 次郎
じ ろ う

 部長 新潟県新潟市○○区△△町７－８ 

法定代理人の氏名及び住所（未成年者であり、かつ、その法定代理人が個人である場合に記 
入すること。） 

 （ふりがな） 
氏   名 住    所 

 該当なし  

  



法定代理人の名称及び住所並びにその代表者の氏名（未成年者であり、かつ、その法定代理 
人が法人である場合に記入すること。） 

 
 
 
 
 

名 称 
 

 

（ふりがな） 
代表者 
の氏名 

 
 

住 所 
 
 

（郵便番号）   - 
 
                        電話番号    -    - 

法定代理人の役員の氏名及び住所（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら 
に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わ 
ず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等 
以上の支配力を有するものと認められる者を含む。未成年者であり、かつ、その法 
定代理人が法人である場合に記入すること。） 

 （ふりがな） 
氏   名 役職名 住    所 

   

 発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５ 
 以上の額に相当する出資をしている者（法人である場合において、当該株主又は出資 
 をしている者があるときに記入すること。） 
 （ふりがな） 

氏   名 住    所 保有する株式の数 
又は出資の金額 

新潟
にいがた

 太郎
たろう

 

新潟
にいがた

 花子
はなこ

 
新潟県新潟市○○区△△町１－２ 
新潟県新潟市○○区△△町３－４ 

２００株 
１００株 

 標準作業書の記載事項 

 
解体自動車の保管の方法  別添標準作業所に記載のとおり 

 解体自動車の破砕前処理を 
 行う場合にあっては、解体 
 自動車の破砕前処理の方法  同上 

 解体自動車の破砕を行う場 
 合にあっては、解体自動車 
 の破砕の方法 

 同上 



 
排水処理施設の管理の方法 
（排水処理施設を設置する 
場合に限る。） 

 同上 

解体自動車の破砕を行う場 
合にあっては、自動車破砕 
残さの保管の方法 

 同上 

解体自動車の運搬の方法  同上 

解体自動車の破砕を行う場 
合にあっては、自動車破砕 
残さの運搬の方法 

 同上 

破砕業の用に供する施設の 
保守点検の方法  同上 

火災予防上の措置  同上 

 △手数料欄 

 
備考 １ △印の欄は、記入しないこと。 
      ２ ※印の欄は、更新の場合に記入すること。 
   ３ 事業所が複数ある場合には、「事業所の名称及び所在地」から「当該施設につ    

いて廃棄物処理施設の設置の許可を受けている場合には、その許可の年月日及び    
許可番号」までの欄を繰り返し設け、事業所ごとに記載すること。 

    ４ 「事業の用に供する施設の概要」の欄については、当該施設の構造を明らかに    
する図面等を添付することでも可能とする。 

    ５ 「役員の氏名及び住所」の欄その他の氏名又は名称及び住所の記載を要する各    
欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、    
この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 

   ６ 「標準作業書の記載事項」の欄については、当該標準作業書の全文の写しを添    
付することでも可能とする。 

    ７ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 



様式第十（第六十三条関係） 
 

破砕業の事業の範囲の変更許可申請書 
 
                                                      ○○○○年○○月○○日 
 

  （宛先）新潟市長 

 
                              （郵便番号）950-○○○○ 
                                住  所 新潟県新潟市○○区○○町○丁目○番○号 
                                氏  名  ○○株式会社                 

                         代表取締役 ○○ ○○ 
                                        （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
                                電話番号 025-000-0000 
 

 
  使用済自動車の再資源化等に関する法律第７０条第１項の規定により、必要な書類を添

えて破砕業の事業の範囲の変更の許可を申請します。 
 

許可の年月日及び許可番号 ○○○○年○○月○○日  第20594000000号 

変更の内容  破砕処理の追加 

変更の理由 事業拡大のため 

変更に係る破砕業の用に 

供する施設の概要 
 破砕施設 
 ｼｭﾚｯﾀﾞｰﾏｼｰﾝ○○型（能力****㌧/日） １基 

当該施設について産業廃棄物 
処理施設の設置の許可を受け 
ている場合には、その許可の 
年月日及び許可番号 

○○○○年○○月○○日  第***********号 

破砕業を行おうとする事業所 
以外の場所で解体自動車又は 
自動車破砕残さの積替え又は 
保管を行う場合には、当該場 
所の所在地、面積及び保管量 
の上限 

 
 該当なし 

 

記載例（変更許可の場合） 



 役員の氏名及び住所（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を 
 いい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業 
 務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有す 
 るものと認められる者を含む。法人である場合に記入すること。） 
 （ふりがな） 

氏   名 役職名 住    所 

新潟
にいがた

 太郎
た ろ う

 
 新潟

にいがた

 花子
は な こ

 
 新潟

にいがた

 一郎
いちろう

 

代表取締役 
取締役 
監査役 

新潟県新潟市○○区△△町１－２ 
新潟県新潟市○○区△△町３－４ 
新潟県新潟市○○区△△町５－６ 

 令第５条に規定する使用人の氏名及び住所（当該使用人がある場合に記入すること｡) 
 （ふりがな） 

氏   名 役職名 住    所 

 新潟
にいがた

 次郎
じ ろ う

 部長 新潟県新潟市○○区△△町７－８ 

法定代理人の氏名及び住所（未成年者であり、かつ、その法定代理人が個人である場合に記 
入すること。） 

 （ふりがな） 
氏   名 住    所 

  
 該当なし 

 

法定代理人の名称及び住所並びにその代表者の氏名（未成年者であり、かつ、その法定代理 
人が法人である場合に記入すること。） 

 
 
 
 
 

名 称 
 該当なし 

（ふりがな） 
代表者 
の氏名 

 

住 所 
（郵便番号）   - 
 
                            電話番号    -    - 



法定代理人の役員の氏名及び住所（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら 
に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わ 
ず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等 
以上の支配力を有するものと認められる者を含む。未成年者であり、かつ、その法 
定代理人が法人である場合に記入すること。） 

 （ふりがな） 
氏   名 役職名 住    所 

   

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５ 
 以上の額に相当する出資をしている者（法人である場合において、当該株主又は出資 
 をしている者があるときに記入すること。） 

 （ふりがな） 
氏名又は名称 住    所 保有する株式の数 

又は出資の金額 

新潟
にいがた

 太郎
たろう

 

新潟
にいがた

 花子
はなこ

 
新潟県新潟市○○区△△町１－２ 
新潟県新潟市○○区△△町３－４ 

２００株 
１００株 

 標準作業書の記載事項 

 
解体自動車の保管の方法  別添標準作業所に記載のとおり 

解体自動車の破砕前処理を 
行う場合にあっては、解体 
自動車の破砕前処理の方法 

 同上 

解体自動車の破砕を行う場 
合にあっては、解体自動車 
の破砕の方法 

 同上 

排水処理施設の管理の方法 
（排水処理施設を設置する 
場合に限る。） 

 同上 

解体自動車の破砕を行う場 
合にあっては、自動車破砕 
残さの保管の方法 

 同上 

解体自動車の運搬の方法  同上 



 解体自動車の破砕を行う場 
合にあっては、自動車破砕 
残さの運搬の方法 

 同上 

破砕業の用に供する施設の 
保守点検の方法  同上 

火災予防上の措置  同上 

△手数料欄 
 
備考 １ △印の欄は、記入しないこと。 
    ２ 「変更に係る破砕業の用に供する施設の概要」の欄については、当該施設の構    

造を明らかにする図面等を添付することでも可能とする。 
    ３ 「役員の氏名及び住所」の欄その他の氏名又は名称及び住所の記載を要する各    

欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないとき

は、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 
   ４ 「標準作業書の記載事項」の欄については、当該標準作業書の全文の写しを添    

付することでも可能とする。 
    ５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 



様式第十一（第六十四条関係） 
 

破砕業変更届出書 
 
                                                        ○○○○年○○月○○日 
 

  （宛先）新潟市長 
 
                              （郵便番号）950-○○○○ 
                               住  所 新潟県新潟市○○区○○町○丁目○番○号 
                                氏  名  ○○株式会社             

                         代表取締役 新潟 太郎 

                                        （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
                                電話番号 025-000-0000 
 

 
○○○○年○○月○○日付け第20594000000号で許可を受けた以下の事項について変更

したので、使用済自動車の再資源化等に関する法律第７１条第１項の規定により、必要な

書類を添えて届け出ます。 
 

変更の内容 

               新               旧 

代表取締役 新潟 一郎  代表取締役 新潟 花子 

変更の理由  ○○○○年○○月○○日 取締役変更のため 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

記載例（役員の変更の場合） 



 
破砕業に係る廃業等届 

 
                                                      ○○○○年○○月○○日 
 
  （宛先）新潟市長 
 
 
                              （郵便番号）950-○○○○ 
                                住  所 新潟県新潟市○○区○○町○丁目○番○号 
                                氏  名  ○○株式会社        

                         代表取締役 新潟 太郎 

                                        （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
                                電話番号 025-000-0000 
 
 
 下記のとおり破砕業の廃止等をしたので、使用済自動車の再資源化等に関する法律第 

72条において準用する同法第64条の規定により届け出ます。 
 

記 
 

破砕業の廃止等 
をした破砕業者 

住       所 新潟県新潟市○○区○○町○丁目○番○号 

氏       名 
（法人にあっては、名称 

及び代表者の氏名) 

○○株式会社 ○○事業所 

代表取締役 新潟 太郎 

許可年月日 

及び許可番号 
○○○○年○○月○○日 第20594000000号 

廃業等年月日 ○○○○年○○月○○日 

廃 業 等 の 理 由 

１ 死亡 
２ 法人の合併による消滅 
３ 法人の破産による解散 
４ 法人の合併又は破産以外の事由による解散 
５ その許可に係る破砕業の廃止 

 注 「廃業等の理由」欄は、該当する番号を○で囲むこと。 

記載例（廃業の場合） 



誓 約 書 

 

（宛先）新潟市長 

 

申請者は、使用済自動車の再資源化等に関する法律第６２条第１項第２号

イからヌまでのいずれにも該当しない者であることを誓約します。 

 

○〇〇○年○○月○○日 

申請者 

       住 所 新潟県新潟市○○区○○町○丁目○番○号 

      氏 名 ○○株式会社 

                代表取締役 新潟 太郎 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

「使用済自動車の再資源化等に関する法律」第 62 条第 1 項第 2 号に定める欠格事項 

 

イ 心身の故障によりその業務を適切に行うことができない者として主務省令で定める者又は破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ロ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者 

ハ この法律、廃棄物処理法、浄化槽法 （昭和五十八年法律第四十三号）その他生活環境の保全を目的とする法令で政令で定めるもの若しくは 

これらの法令に基づく処分若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七号。第三十二条の三第七項 

及び第三十二条の十一第一項を除く。）の規定に違反し、又は刑法 （明治四十年法律第四十五号）第二百四条、第二百六条、第二百八条、 

第二百八条の二、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法律 （大正十五年法律第六十号）の罪を 

犯し、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者 

ニ 第六十六条（第七十二条において読み替えて準用する場合を含む。）、廃棄物処理法第七条の四 若しくは第十四条の三の二 （廃棄物処理

法第十四条の六において読み替えて準用する場合を含む。）又は浄化槽法第四十一条第二項 の規定により許可を取り消され、その取消し

の日から五年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法 （平成五年法

律第八十八号）第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員であった者で当該取消しの日から五年を経過しない

ものを含む。） 

ホ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者 

ヘ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団 

員でなくなった日から五年を経過しない者（以下この号において「暴力団員等」という。） 

ト 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その役員を含む。） 

がイからヘまでのいずれかに該当するもの 

チ 法人でその役員又は政令で定める使用人のうちにイからヘまでのいずれかに該当する者のあるもの 

リ 法人で暴力団員等がその事業活動を支配するもの 

ヌ 個人で政令で定める使用人のうちにイからヘまでのいずれかに該当する者のあるもの 

 

 

記載例 

上記欠格要件ハの政令で定める法令 

①大気汚染防止法 ②騒音規制法 ③海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律 ④水質汚濁防止法 ⑤悪臭防止法 ⑥振動規制法  

⑦特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律 ⑧ダイオキシン類対策特別措置法 ⑨ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推

進に関する特別措置法   
上記欠格要件チ及びヌの政令で定める使用人 

申請者の使用人で、次に掲げるものの代表者であるもの 

① 本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 

② ①に掲げるもののほか、継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、解体業又は破砕業に係る契約を締結する権限を有する者

を置くもの 

上記欠格要件イの省令で定める者 

精神の機能の障害により業務を適切に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者  


